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１．国民の皆様へ 

  独立行政法人造幣局（以下「造幣局」という。）は、平成１５年４月１日に独立行

政法人として発足しました。平成２４年度は、第２期中期計画（平成２０年度から平

成２４年度まで）の最終年度にあたります。 

 

造幣局では、財務大臣の定める貨幣製造計画に基づいて純正画一な貨幣を確実に製

造するとともに、勲章等金属工芸品の製造、貨幣セットの販売、貴金属製品の品位証

明などの事業を行っております。これらの業務を運営するに当たりましては、貨幣製

造等業務の公共的な役割を踏まえつつ、ＩＳＯ９００１及び１４００１の認証を取得

し、業務品質の改善及び環境保全の取組みを進めるなど、民間企業の経営手法をも取

り入れ、万全の体制で品質・生産管理を行っております。また、財務面においては、

運営費交付金等に頼らず、独立採算を前提に、経費の削減等に取り組んでおります。 

 

第２期中期計画におきましては、財務大臣から指示された中期目標や独立行政法人

整理合理化計画などを踏まえて、経費の削減に向けた目標を設定して業務運営の効率

化を図り、保有資産の見直し、契約の適正化などにも取り組むとともに、国民の皆様

に提供するサービスの質の向上などに取り組んでまいりました。 

その一環として、一般向け商品である金・銀盃及び装身具からは平成２０年度限り

で撤退し、引き続き実施している事業についても、より一層適切な実施に取り組んで

まいりました。 

保有資産につきましても、保養所及び宿舎等の廃止・集約化を進め、平成２３年３

月からは不要資産の国庫返納を着実に実施、平成２４年１２月には職員宿舎の見直し

実施計画を策定しました。更に、東京支局を移転し、現東京支局敷地を地域防災力の

強化への協力、国庫への財政貢献のため有効活用すべく、平成２５年３月に移転先用

地の取得契約を締結しました。 

また、貨幣製造及び販売業務におきましては、平成２０年度から８年間にわたって

４７都道府県ごとの記念貨幣を発行する地方自治法施行６０周年記念貨幣事業に取

り組んでおり、平成２５年３月末までに２５道府県の記念貨幣を製造しました。 

更に、国内における業務の遂行に支障のない範囲内で、外国貨幣の製造業務に積極

的に取り組むべく、受注活動を実施した結果、平成２４年１１月、バングラデシュ人

民共和国の一般流通貨幣である２タカ貨幣の製造業務を落札しました。造幣局が外国

の一般流通貨幣製造を受注するのは戦後初のことです。 

 

これらの取組状況につき、財務省独立行政法人評価委員会からは、第２期中期計画

初年度の平成２０年度以降、平成２３年度までの毎年度「全体的に見て中期目標に沿

った業務展開となっており、計画は達成されたものと言える」旨の評価をいただいて

おります。  

 

造幣局は、今後とも、透明で効率的な業務運営を行い、国民の皆様の信頼に応え、

貨幣製造等の公共的な使命を確実に果たすよう取り組んで参ります。 
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２．基本情報 

（１）法人の概要 

①目 的（独立行政法人造幣局法第３条） 

造幣局は、貨幣の製造等を行うとともに、貨幣に対する国民の信頼を維持する

ために必要な情報の提供を行うこと等により、通貨制度の安定に寄与することを

目的としています。 

造幣局は、このほか、勲章、褒章、記章及び金属工芸品の製造等並びに貴金属

の品位の証明等であって、公共上の見地から必要とされるものを行うことを目的

としています。 

 

②業務内容（独立行政法人造幣局法第１１条） 

    造幣局は、独立行政法人造幣局法第３条の目的を達成するため以下の業務を行

います。 

イ 貨幣の製造、販売及び鋳つぶし 

ロ 貨幣回収準備資金に属する地金の保管 

ハ 貨幣に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供 

ニ 勲章、褒章、賜杯、記章及び極印の製造 

ホ 公共上の見地から必要な金属工芸品の製造及び販売 

へ 貴金属の精製及び品位の証明並びに地金及び鉱物の分析 

ト 前各号の業務に関する調査、試験、研究又は開発 

チ 前各号の業務に附帯する業務 

リ 前各号の業務の遂行に支障のない範囲内で、外国政府、外国の地方公共団体、

外国の中央銀行、国際機関その他これらに準ずるものの委託を受けて行う当該

外国政府等の貨幣の製造、販売及び鋳つぶし、勲章その他の金属工芸品及び極

印の製造並びに貴金属の精製及び品位の証明並びに地金及び鉱物の分析 

ヌ 前号の業務に関する調査、試験、研究又は開発 

 

③沿 革 

  明治 ２年２月 ５日（旧暦） 太政官中に造幣局設置 

明治 ２年４月 ８日（旧暦） 会計官に転属 

明治 ２年７月 ８日（旧暦） 大蔵省設置とともに同省所属となり造幣寮と 

改称 

明治 ４年４月 ４日     創業式を挙行 

明治１０年１月１１日     造幣局と改称 

昭和２４年５月３１日     大蔵省の外局となり造幣庁と改称 

昭和２７年７月３１日     大蔵省の附属機関となり造幣局と改称 

昭和５９年７月 １日     大蔵省の特別の機関となる 

平成１３年１月 ６日     財務省の特別の機関となる 

平成１５年４月 １日     独立行政法人造幣局へ移行 
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④設立根拠法 
    独立行政法人造幣局法（平成１４年法律第４０号） 

 

⑤主務大臣（主務省所管課等） 

    財務大臣（財務省理財局国庫課） 

 

  ⑥組織図 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

東 京 支 局

広 島 支 局

理 事 長 事 業 部

理 事

監 事 貨 幣 部

首 席 監 察 官

首 席 監 査 官

総 務 部

研 究 所

 

 

 

（２）事業所の住所 

   ・本  局（主たる事務所） 

大阪府大阪市北区天満１丁目１番７９号 

・東京支局 

東京都豊島区東池袋４丁目４２番１号 

・広島支局 

広島県広島市佐伯区五日市中央６丁目３番 1号 

 

 

（３）資本金の状況 

                         （単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 61,766 0 0 61,766 

資本金合計 61,766 0 0 61,766 

（注）各欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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（４）役員の状況（平成２５年３月３１日現在） 

役 職 氏   名 任    期 担 当 経  歴 

理事長 新原 芳明 自平成 23 年 4 月 1 日

至平成 25 年 3 月 31 日

 

昭和 47 年 4 月 大蔵省入省 

平成 14 年 7 月 金融庁証券取引等 

監視委員会事務局長 

平成 16 年 7 月 社団法人信託協会 

専務理事 

平成 20 年 7 月 独立行政法人造幣局  

理事長 

理 事 江口 祐治 自平成 23 年 10 月 1 日

至平成 25 年 9 月 30 日

総務部並び

に東京支局

総務課及び

広島支局総

務課の業務

担当 

昭和 54 年 4 月 大蔵省東北財務局 

入局 

平成 20 年 7 月 財務省理財局 

国有財産業務課長 

平成 21 年 7 月 独立行政法人造幣局 

総務部長 

平成 23 年 10 月 独立行政法人造幣局

理事 

理 事 竹原 晃 自平成 23 年 4 月 1 日

至平成 25 年 3 月 31 日

貨幣部、研究

所、広島支局

（総務課を

除く）並びに

安全衛生及

びｴﾈﾙｷﾞｰ管

理統括者の

業務担当 

昭和 54 年 4 月 大蔵省造幣局入局 

平成 21 年 4 月 独立行政法人造幣局 

貨幣部長 

平成 22 年 9 月 独立行政法人造幣局 

理事 

 

理 事 西田 秀治 自平成 23 年 4 月 1 日 

至平成 25 年 3 月 31 日

事業部及び

東京支局（総

務課を除く）

の業務担当 

昭和 49 年 4 月 住友海上火災保険㈱ 

入社 

平成 18 年 4 月 三井住友海上火災保険㈱ 

常務執行役員 

大阪企業本部長 

平成 21 年 4 月 ＭＳＫ保険センター㈱ 

代表取締役社長 

平成 23 年 4 月 独立行政法人造幣局 

理事 

監 事 森山 潔 自平成 23 年 4 月 1 日

至平成 25 年 3 月 31 日

 

昭和 47 年 4 月 東京海上火災保険㈱ 

入社 

平成 18 年 6 月 東京海上日動 

あんしん生命保険㈱ 

専務取締役 

平成 21 年 7 月 独立行政法人造幣局 

監事 

 

監 事 和田 馨 自平成 23 年 4 月 1 日

至平成 25 年 3 月 31 日

 

昭和 49 年 4 月 関西電力㈱入社 

平成 21 年 6 月 関西電力㈱ 

常務執行役員 

秘書室長 

平成 23 年 4 月 独立行政法人造幣局 

監事 

   監事 森山潔は、平成２５年３月３１日に退任しました。 

   なお、理事長 新原芳明、理事 竹原晃、理事 西田秀治、監事 和田馨は、平

成２５年４月１日に再任され、また、監事 中津祐嗣が同日就任しています。  
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（５）常勤職員の状況（平成２５年１月１日現在） 

常勤職員は９２３人（前年比２３人減、２．４％減）、平均年齢は４４．４歳（前

年４４.３歳）となっています。このうち、国からの出向者は５人です。 

 

 

３．簡潔に要約された財務諸表 

  ①貸借対照表（http://www.mint.go.jp/info/financialstatement.html） 

                               （単位：百万円）  

資産の部 金額 負債の部 金額 

Ⅰ 流動資産 

   現金及び預金 

   有価証券 

   売掛金 

   たな卸資産 

   その他 

Ⅱ 固定資産 

   有形固定資産 

   無形固定資産 

投資その他の資産 

35,704

1,520

24,003

  805

9,094

282

67,892

61,557

170

6,165

Ⅰ 流動負債 

   買掛金 

   その他 

Ⅱ 固定負債 

   引当金 

    退職給付引当金 

    その他の引当金 

   その他 

5,465

22

5,444

19,489

18,216

18,009

207

1,273

負債合計 24,954

純資産の部 

Ⅰ 資本金 

   政府出資金 

Ⅱ 資本剰余金 

Ⅲ 利益剰余金 

61,766

61,766

748

16,128

純資産合計 78,642

資産合計 103,596 負債純資産合計 103,596

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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 ②損益計算書（http://www.mint.go.jp/info/financialstatement.html） 

（単位：百万円） 

科   目 金額 

Ⅰ 売上高 29,586

Ⅱ 売上原価 22,227

売上総利益 7,359

Ⅲ 販売費及び一般管理費 5,686

営業利益 1,673

Ⅳ 営業外収益 414

Ⅴ 営業外費用 12

経常利益 2,075

Ⅵ 特別利益 1

Ⅶ 特別損失    12

当期純利益 2,065

当期総利益 2,065

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

 ③キャッシュ・フロー計算書 

（http://www.mint.go.jp/info/financialstatement.html） 

（単位：百万円） 

区   分 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 4,352

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 5,589

人件費支出 △ 8,658

  その他の業務支出 △ 4,365

  業務収入 25,925

  貨幣法第 10 条に基づく国庫納付金の支払額 △ 3,150

  その他収入等 189

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △ 4,359

Ⅲ 資金減少額（C＝A＋B） △   7

Ⅳ 資金期首残高（D） 1,528

Ⅴ 資金期末残高（E＝C＋D） 1,520

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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④行政サービス実施コスト計算書 

（http：//www.mint.go.jp/info/financialstatement.html） 

（単位：百万円）  

科   目 金額 

Ⅰ 業務費用 △  1,959

（1）損益計算書上の費用 27,937

（2）（控除）自己収入等 △ 29,896

Ⅱ 損益外除売却差額相当額 △    61

Ⅲ 機会費用 345

Ⅳ 行政サービス実施コスト △  1,675

   （注）１ 本計算書における損益外除売却差額相当額には、損益外減損損失累計額の除売却

に伴う繰戻額△8百万円を含んでおります。 

２ 各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

  ■上記の「簡潔に要約された財務諸表」の科目説明 

    ①貸借対照表 

       現金及び預金：現金、預金 

       有価証券  ：１年以内に満期の到来する地方債等 

       売掛金   ：通常の業務取引に基づいて発生した業務上の未収金 

       たな卸資産 ：製造済貨幣、製品、商品、原材料、部分品、仕掛品、貯

蔵品 

       有形固定資産：土地、建物、構築物、機械装置、車両運搬具、工具器具

備品など独立行政法人が長期にわたって使用又は利用

する有形の固定資産 

       無形固定資産：特許権、ソフトウェアその他これらに準ずる資産 

       投資その他の資産：流動資産、有形固定資産又は無形固定資産に属する

もの以外の長期資産 

       未払金   ：通常の取引に基づいて発生した未払金で買掛金以外のも

の及び通常の取引以外の取引により発生した未払金で

あって、直前の貸借対照表日の翌日から１年以内に支払

われるもの 

       引当金   ：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として

見越し計上するもので、退職給付引当金等が該当 

       政府出資金 ：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構

成 

       資本剰余金 ：寄附された資産や寄附金などを財源として取得した資産

で独立行政法人の財産的基礎を構成するものや、非償却

資産について中期計画等で想定した業務を行ったにも



 8

かかわらず生じた減損損失相当額を控除するもの、並び

に独立行政法人通則法第４６条の２の規定に基づいて

行う不要財産の譲渡取引のうち主務大臣が必要なもの

として指定した譲渡取引により生じた譲渡差額及び主

務大臣が指定した譲渡取引に係る不要財産の国庫納付

に要した費用のうち主務大臣が国庫納付額から控除を

認める費用等 

       利益剰余金 ：独立行政法人の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

    ②損益計算書 

       売上高   ：製品の販売やサービスの提供などによって得た収益 

       売上原価  ：販売した製品の製造やサービスの提供に直接要した費用 

       販売費及び一般管理費：販売活動において直接要した費用及び事業を運

営し管理するために要した費用 
       営業外収益 ：本業ではないものの、本業を継続していくための財務的

な活動等付随行為から発生する収益 

       営業外費用 ：本業ではないものの、本業を継続していくための財務的

な活動等付随行為から発生する費用 
       特別利益  ：臨時的に発生した収益 

       特別損失  ：臨時的、偶発的に発生した費用 

    ③キャッシュ・フロー計算書 

       業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施

に係る資金の状態を表し、業務収入、原材料、商品又は

サービスの購入による支出、人件費支出等が該当 

       投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のた

めに行われる投資活動に係る資金の状態を表し、固定資

産や有価証券の取得・売却等による収入・支出が該当 

    ④行政サービス実施コスト計算書 

       業務費用  ：独立行政法人が実施する行政サービスのコストのうち、

独立行政法人の損益計算書に計上される費用 

       損益外除売却差額相当額：非償却資産のうち政府出資等に係るもの以外

のものを不要財産として売却したことによる収入と当

該資産の帳簿価格との差額等（損益計算書には計上して

いないが、累計額は貸借対照表に記載されている）  

       機会費用  ：政府出資の機会費用 
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４．財務情報 

（１）財務諸表の概況 

  ①主要な財務データの経年比較・分析 

 

（貸借対照表） 

・平成２４年度末現在の資産合計は１０３，５９６百万円で、前年度末と比較し

て１，１４７百万円増（１．１％増）となっています。 

これは、有価証券が前年度末比１，４９２百万円増（６．６％増）、投資有価証

券が前年度末比１，２８０百万円増（２６．２％増）となったことが主な要因で

す。その一方、売掛金は前年度末比１，３５５百万円減（６２．７％減）となっ

ています。 

・平成２４年度末現在の負債合計は２４，９５４百万円で、前年度末と比較して

９７９百万円減（３．８％減）となっています。 

これは、退職給付引当金が前年度末比６０９百万円減（３．３％減）、未払金が

前年度末比２９５百万円減（２０．１％減）となったことが主な要因です。 

 

  （損益計算書） 

   ・平成２４年度の売上高は２９，５８６百万円で、前年度と比較して７８６百万

円増（２．７％増）となっています。 

これは、その他の事業の収入が前年度比１，０３０百万円増（１０．４％増）

となったことが主な要因です。 

・平成２４年度の営業費用は２７，９１３百万円で、前年度と比較して９９８百

万円増（３．７％増）となっています。 

これは、売上原価が前年度比１，０４２百万円増（４．９％増）となったこと

が主な要因です。 

・これらの結果、平成２４年度の経常利益は２，０７５百万円、前年度と比較し

て２５４百万円減（１０．９％減）となりましたが、前年度には１，４８３百万

円あった特別損失が平成２４年度には１，４７１百万円減（９９．２％減）の１

２百万円となったこともあり、平成２４年度の当期総利益は２，０６５百万円、

前年度と比較して１，２１８百万円増（１４３．７％増）となっています。 

 

  （キャッシュ・フロー計算書） 

   ・平成２４年度の業務活動によるキャッシュ・フローは４，３５２百万円の収入

超過で、前年度と比較して収入超過額は７８６百万円増（２２．０％増）となっ

ています。 

これは、業務収入が前年度比２，５６０百万円増（１１．０％増）となったこ

とが主な要因です。 

・平成２４年度の投資活動によるキャッシュ・フローは４，３５９百万円の支出

超過で、前年度と比較して支出超過額は２，７０７百万円増（１６３．８％増）

となっています。 

これは、有価証券の取得による支出及び償還による収入が、前年度には１，５

００百万円の収入超過であったのに対し、平成２４年度には逆に２，２００百万
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円の支出超過となったことが主な要因です。 

・平成２４年度には、財務活動によるキャッシュ・フローはありませんでした。

なお、前年度は２，１２３百万円の支出超過となっており、これは全て独立行政

法人通則法第４６条の２の規定に基づいて行った不要財産に係る国庫納付によ

る支出によるものでした。 

 

表　主 要 な 財 務 デ ー タ の 経 年 比 較
（単位：百万円）

区　　　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
資 産 106,657 113,154 104,972 102,449 103,596
負 債 29,445 35,253 27,416 25,934 24,954
純 資 産 77,212 77,901 77,557 76,516 78,642
売  上  高 28,610 39,479 28,220 28,800 29,586
営 業 費 用 28,223 39,098 26,639 26,915 27,913
当 期 総 利 益 879 880 1,931 847 2,065
積立金の処分に係る国庫納
付金の支払額を除く業務活動
によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛー

4,900 12,009 △ 1,067 3,566 4,352

積立金の処分に係る国庫納
付金の支払額 △ 6,260 － － － －

業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛー △ 1,360 12,009 △ 1,067 3,566 4,352
投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛー 2,290 △ 13,501 3,631 △ 1,653 △ 4,359
財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛー － － △ 2,652 △ 2,123 －
資 金 期 末 残 高 3,317 1,825 1,737 1,528 1,520

（注）第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日まで 

 

②セグメント営業損益の経年比較・分析 

・貨幣製造事業の営業利益は８９８百万円で、前年度比３１０百万円減（２５．

７％減）となっています。 

これは、売上高（内部売上高を含む）が前年度比１９６百万円減（１．０％減）

となったことが主な要因です。  

・その他の事業の営業利益は７７５百万円で、前年度比９８百万円増（１４．５％

増）となっています。 

 

表　営業損益の経年比較
（単位：百万円）

区　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
貨幣製造事業 △ 119 △ 330 875 1,208 898
その他の事業 506 711 706 677 775
合　計 387 380 1,581 1,885 1,673  

（注）第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日まで 
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  ③セグメント総資産の経年比較・分析  

・貨幣製造事業の総資産は２１，０９４百万円で、前年度末比１，５８１百万円

減（７．０％減）となっています。 

これは、有形固定資産のうち機械装置が前年度末比８５８百万円減（１４．９％

減）となったことが主な要因です。 

・その他の事業の総資産は、４，０２２百万円で、前年度末比２４４百万円減（５．

７％減）となっています。 

これは、有形固定資産のうち建物が前年度末比１２３百万円減（７．０％減）

となったことが主な要因です。 

 

表　総資産の経年比較
（単位：百万円）

区　　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
貨幣製造事業 28,695 26,565 23,465 22,674 21,094
その他の事業 6,216 5,620 5,002 4,266 4,022
全 社 71,746 80,969 76,505 75,509 78,480
合    計 106,657 113,154 104,972 102,449 103,596  

（注）第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日まで  

 

  ④行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析  

・平成２４年度の行政サービス実施コストは１，６７５百万円のマイナスで、前

年度と比較してマイナス幅は３３３百万円増（２４．９％増）となっています。 

これは、機会費用が前年度比２７４百万円減（４４．２％減）となったことが主

な要因です。 

表　行政サービス実施コストの経年比較
（単位：百万円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
業務費用 △ 757 △ 763 △ 1,730 △ 1,012 △ 1,959
うち損益計算書上の費用 28,287 39,369 27,140 28,149 27,937
うち（控除）自己収入等 △ 29,044 △ 40,131 △ 28,870 △ 29,161 △ 29,896

損益外減損損失相当額 278 193 275 164 －
損益外除売却差額相当額 － － △ 150 － △ 61
機会費用 894 927 818 619 345

－ － △ 308 △ 1,111 －

行政サービス実施コスト 414 357 △ 1,095 △ 1,342 △ 1,675

区　　　分

（控除）不要財産に係る国庫納付額

（注）１ 第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日まで  

    ２ 平成 24 年度の損益外除売却差額相当額には、損益外減損損失累計額の
除売却に伴う繰戻額△8百万円を含む 
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（２）施設等投資の状況（重要なもの）     （単位：千円）  

  ①当事業年度中に完成した主要施設等 

新溶解工場新築その他整備工事（前金払）   620,000 

保管庫新築その他整備工事          313,000 

空調設備整備工事（本局）          187,000 

空調設備整備工事（広島支局）        123,900 

貨幣製造用溶解設備（部分払）         60,000 

 

  ②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

    東京支局移転先の土地購入         5,800,000 

貨幣製造用溶解設備※           2,380,000 

新溶解工場新築その他整備工事※       920,000 

圧印機（竪型）               282,000 

極印表面処理装置              270,000 

貨幣検査機                 174,000 

     ※．貨幣製造用溶解設備及び新溶解工場新築その他整備工事について 

は、①に計上した 24 年度中支払済額を除いた金額を計上 

 

  ③当事業年度中に処分した主要施設等 

    該当はありません 
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（３）予算・決算の概況   

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由

業務収入 31,751 25,040 47,857 33,055 25,734 25,622 25,765 24,906 25,901 25,813
その他の収入 298 456 287 657 330 2,755 293 254 484 520
計 32,050 25,496 48,144 33,712 26,064 28,376 26,058 25,160 26,385 26,333

支出

業務支出 28,229 21,470 45,043 28,113 21,777 20,945 21,167 20,779 22,042 22,477
原材料の仕入支出 7,604 4,565 7,277 4,323 3,958 3,807 3,979 3,836 5,349 5,899
人件費支出 10,374 10,321 10,250 9,838 9,385 9,315 9,144 9,141 9,086 8,489
その他の業務支出 5,193 4,519 6,234 4,971 5,390 4,562 5,009 4,652 4,490 4,563
貨幣法第１０条に
基づく国庫納付金
の支払額

5,058 2,066 21,283 8,982 3,043 3,262 3,036 3,150 3,117 3,526

施設整備費 2,410 2,117 2,950 2,506 1,445 1,209 3,979 1,432 6,508 2,320

次年度への
繰越があっ
たこと等の
ため

－ － － － 0 2,652 0 2,123 － －

計 30,639 23,587 47,993 30,620 23,222 24,807 25,145 24,334 28,550 24,797

不要財産に係る国庫
納付金の支払額

収入

平成24年度

（単位：百万円）

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
区　分

（注）第２期中期計画期間 平成 20 年 4 月 1 日から平成 25 年 3 月 31 日まで  

 

（４）経費削減及び効率化目標との関係    

  ・造幣局においては、前中期目標期間中の平均額と比較し、平成２４年度の固定的

な経費を１２％以上削減することを目標に、一般管理費及び事業費に係る効率化に

努めました。 

   この結果、平成２４年度の固定的な経費は、前中期目標期間中の平均額と比較し、

２２．８％の削減となりました。 

・同時に、平成２４年度の本支局別の固定的な経費が、前中期目標期間中の本支局

別の固定的な経費の平均額を下回るよう努めた結果、本局は２１．９％、東京支局

は４４．５％、広島支局は１２．９％の削減となりました。 

（単位：百万円）
本局 東京支局 広島支局 計

前中期目標期間中の平均額① 10,924 2,356 4,131 17,411
平成２４年度実績額② 8,536 1,307 3,596 13,439
削減率（②－①）／① △21.9% △44.5％ △12.9％ △22.8％

 

（注）平成２４年度実績は、第２期中期計画に基づいて、①地方自治法施行６０周年記

念貨幣に伴う設備投資等の経費（本局７４８百万円、東京支局２５百万円、計７７

３百万円）、②資産債務改革の趣旨を踏まえた保有資産の見直しにより発生する費

用（実績なし）及び環境対策投資による発生費用（本局８百万円、広島支局１百万

円、計９百万円）を控除して計算した金額。 
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５．事業の説明  

（１）収益構造 

  ・造幣局全体としての売上高は２９，５８６百万円で、その内訳は、貨幣製造事業

の売上高１８，６５７百万円（売上高の６３．１％）、その他の事業の売上高１０，

９７７百万円（同３７．１％）、内部売上高の消去４８百万円（同０．２％）とな

っています。  

・また、営業外収益は４１４百万円で、その主な内訳は、宿舎貸付料９６百万円（営

業外収益の２３．１％）、有価証券利息５３百万円（営業外収益の１２．９％）な

どとなっています。 

 

（２）財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明 
ア 貨幣製造事業 

   ・貨幣製造事業においては、１円から５００円までの通常貨幣を８７１，９８６

千枚製造したほか、地方自治法施行６０周年記念千円銀貨幣を６１０千枚、第６

７回国際通貨基金・世界銀行グループ年次総会記念千円銀貨幣を５０千枚、地方

自治法施行６０周年記念５００円バイカラー・クラッド貨幣を１０，７８０千枚

製造しました。 
 

表　貨幣製造枚数（通常貨幣）

区　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
５００円 410,000 384,000 380,000 270,000 230,000
１００円 120,000 80,000 70,000 250,000 400,000
５０円 10,000 605 520 448 662
１０円 390,000 320,000 310,000 240,000 240,000
５円 10,000 605 520 448 662
１円 140,000 40,000 520 448 662

合　計 1,080,000 825,210 761,560 761,344 871,986

（単位：千枚）

 
（注）この他、平成２１年度より市中から回収された５００円貨について、 

再使用することが適当な貨幣の選別・納品を行っており、平成２４年 

度には３０，０００千枚を納品しました。 

 

・事業に要する費用は、売上原価（内部売上に係るものを含む）１３，５７５百

万円、販売費及び一般管理費４，１８３百万円となっています。 
 

  イ その他の事業 

   ・その他の事業においては、貨幣セット２，３１５，１８１セット、勲章等及び

金属工芸品６９，９１９個の販売等を行いました。 
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表　貨幣セットの販売状況

区　　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
通常貨幣セット 887,514 1,174,211 1,184,614 1,101,340 1,376,334
プルーフ貨幣セット 236,794 240,339 305,067 286,845 279,510
プレミアム貨幣セット 297,521 500,816 600,192 599,469 659,337

合　　計 1,421,829 1,915,366 2,089,873 1,987,654 2,315,181

（単位：セット）

 
（注）この他、平成２０年度より地方自治法施行６０周年記念５００円バイカラー・クラ

ッド貨幣収納ケースの販売を、平成２１年度より地方自治法施行６０周年記念千円

銀貨幣収納ケースの販売をそれぞれ行っており、平成２４年度には、それぞれ７，

５６９個、６２個の販売を行いました。 

 

   ・造幣局が政府から受注して製造している勲章等は、国家から授与される栄誉を

表象する重要な製品であり、美麗・尊厳の諸要素を兼ね備えたものであることが

要求されることから、熟練した職員の手により、精巧な技術と細心の注意を払っ

て確実に製造しています。 

    

    

表　勲章等及び金属工芸品の受注・販売状況

区　　分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
勲章等 28,166 27,461 26,982 26,490 27,908
金属工芸品 47,910 38,795 34,062 33,386 42,011
合　　計 76,076 66,256 61,044 59,876 69,919

（単位：個）

 

 

・事業に要する費用は、売上原価８，７００百万円、販売費及び一般管理費１，

５０２百万円となっています。 


